C175 Part-Time Work Convention, 1994 
23、パートタイム労働に関する条約（１７５号） 仮約

　国際労働機関の総会は、国際労働事務局理事会によりジュネーブに招集され、一九九四年六月七日に第八一会期において会合し、
　一九五一年の同一価値の労働についての男女労働者に対する同一報酬に関する条約、一九五八年の雇用及び職業についての差別待遇に関する条約、及び一九八一年の男女労働者特に家族的責任を有する労働者の機会均等及び均等待遇に関する条約及び勧告の諸規定のパートタイム労働者への関連性に留意し、
　一九八八年の雇用の促進及び失業に対する保護に関する条約、及び一九八四年の雇用政策に関する勧告（補足規定）のこれらの労働者への関連性に留意し、
　全ての労働者にとって生産的で自由に選択された雇用の重要性、パートタイム労働の経済的重要性、追加的な雇用機会を促進するパートタイム労働の役割を考慮に入れた雇用政策の必要性、及び雇用機会、労働条件・社会保障の分野においてパートタイム労働者の保護を保障する必要性を認識し、
　総会の第四議題であるパートタイム労働に関する提案の採択を決定し、
　これらの提案が国際条約の形式をとるべきことを決定し、一九九四年六月ニ四日に以下の条約を採択する。引用に当たっては、一九九四年のパートタイム労働条約と称することができる。

　第一条

　本条約の適用上、
　（ａ）「パートタイム労働者」という用語は、通常の労働時間が比較可能なフルタイム労働者のそれよりも少ない就業者を意味する。
　（ｂ）（ａ）で言及された通常の労働時間は週当たりとするか、一定の雇用期間中の平均として計算することができる。
　（ｃ）「比較可能なフルタイム労働者」という用語は、以下のフルタイム労働者を指す。
　　(ⅰ)　当該パートタイム労働者と同一の型の雇用関係にあり、
　　(ⅱ)　同一の又は類似の型の労働又は職業に従事し、かつ
　　(ⅲ)　同一の事業所、又は当該事業所に比較可能なフルタイム労働者がいない場合は同一企業、又は同一企業にそれがいない場合は同一産業部門に雇用されている。
　（ｄ）部分的失業、すなわち経済的、技術的又は構造的理由による通常の労働時間の集団的かつ一時的削減の影響を受けたフルタイム労働者はパートタイム労働者と見なされない。

　第二条

　本条約は、他の国際労働条約のもとでパートタイム労働者に適用されるより有利な規定に影響を及ぼすものではない。

　第三条

　１　特定の労働者又は事業所への本条約の適用が本質的に特別な問題を生じさせる場合には、加盟国は関係する代表的な使用者団体及び労働者団体との協議の上、それらを全部又は部分的に条約の適用範囲から除外できるということを了承した上で、本条約は全てのパートタイム労働者に適用される。
　２　本条約を批准し、前項において与えられた可能性を利用する各加盟国は、国際労働機関憲章第二二条に基づいて提出される条約の適用に関する報告において、除外された労働者又は事業所の種類を挙げ、その除外が必要であった理由又はその除外が依然として必要であると判断される理由を明示するものとする。

　第四条

　以下のことに関してパートタイム労働者が比較可能なフルタイム労働者に与えられる保護ど同一の保護を受けるよう保障する措置をとるものとする。
　（ａ）団結権、団体交渉権及び労働者代表として行動する権利
　（ｂ）職業安全衛生
　（ｃ）雇用及び職業の差別

　第五条

　パートタイム労働者が同一の方法で計算された比較可能なフルタイム労働者の基本賃金よりも低い、時間、業績、又は出来高ベースで比例的に計算された基本賃金を、単にパートタイムで働いているという理由から、受け取ることのないように保障するための国内法令及び慣行に適合的な措置を取るものとする。

　第六条

　パートタイム労働者が比較可能なフルタイム労働者と同等の条件を享受するよう、職業活動に基づく法定社会保障制度を修正するものとする。これらの条件は労働時間、納付した保険料又は賃金に応じて、あるいは国内法令及び慣行に沿ったその他の方法を通じて決定することができる。

　第七条

　パートタイム労働者が以下の分野において、比較可能なフルタイム労働者と同等の条件を受けるよう保障するための措置を取るものとする。
　（ａ）母性保護
　（ｂ）雇用の終了
　（ｃ）年次有給休暇及び有給公休日
　（ｄ）疾病休暇
　金銭的権利は労働時間又は賃金に比例して決定することができるものと理解される。

　第八条

　１　加盟国は、労働時間又は貸金が所定の水準を下回るパートタイム労働者を
　（ａ）労働者災害給付に関する規定を除き、第六条で言及したあらゆる法定社会保障制度の適用範囲から
　（ｂ）法定社会保障制度に基づく以外の妊産婦の保護措置を除いた、第七条に定めるあらゆる措置の適用範囲から除外することができる。
　２　第１項で言及した所定の水準は、不当に多くの割合のパートタイム労働者が除外されることのないように十分に低いものとする。
　３　第１項で規定した可能性を利用する加盟国は、以下のことを行うものとする。
　（ａ）現行基準を定期的に見直し、
　（ｂ）国際労働機関憲章第二二条に基づいて提出される条約の適用に関する報告において、現行基準、その理由、及び除外される労働者への保護を徐々に拡大することが考慮されているかどうかを明示する。
　４　最も代表的な使用者団体及び労働者団体は、本条で言及された限度の設定、見直し及び改定について協議を受けるものとする。

　第九条

　１　第四条から第七条で言及された保護が保障されることを条件として、使用者と労働者の両者のニーズを満たす生産的で自由に選択されるパートタイム労働の利用を促進するための措置を取るものとする。
　２　これらの措置には以下のものを含むものとする。
　（ａ）パートタイム労働の利用又は受け入れを妨害又は抑制する法令及び規則の見直し
　（ｂ）雇用サービス機関が存在する場合には、情報及び職業紹介の活動の中でパートタイム労働の可能性を確認し公表するための雇用サービス機関の活用
　（ｃ）失業者、家族的責任を有する労働者、高齢労働者、障害労働者、教育又は訓練を受けている労働者のような特定の集団のニーズと希望に対する雇用政策における特別の配慮
　３　これらの措置にはまた、パートタイム労働が使用者と労働者の経済的社会的目標にどの程度合致しているかに関する調査と情報の普及を含むことができる。

　第一〇条
　適切な場合には、国内法令及び慣行に従い、フルタイム労働からパートタイム労働へ、又はその逆の転換が自発的になされたものであることを保障するための措置をとるものとする。

　第一一条
　本条約の規定は、労働協約その他国内慣行と合致した他の方法で実施される場合を除き、法令又は規則によって実施されるものとする。そのような法令又は規則を採択される前に最も代表的な使用者団体及び労働者団体は協議を受けるものとする。
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諸外国における法制等の概要について

１　検討の趣旨等

（１）パートタイム労働の現状

イ　パートタイム労働の現状を主要な欧米諸国についてみた場合、我が国同様、パートタイム労働者は長期的に増加傾向にある。
　また、アメリカを除き、雇用労働者に占めるパートタイム労働者の割合も上昇傾向にあるが、国による差異が大きく、例えば、オランダ３８．３％、イギリス２５．３％、ドイツ１８．９％、アメリカ１７．９％、フランス１６．３％などとなっている（アメリカ、イギリス、フランス、オランダについては１９９７年、ドイツについては１９９６年の統計による。以下同じ）。

ロ　これら各国とも、パートタイム労働者に占める女性の割合は高いものとなっているが、中でもドイツが８７．２％と最も高く、次いでイギリス８２．９％、フランス８２．７％、オランダ７４．９％、アメリカ６８．０％の順となっている。

　また、女性労働者に占めるパートタイム労働者の割合は、オランダ６７．９％、イギリス４４．１％、ドイツ３５．１％、フランス３１．６％、アメリカ２６．４％とならており、国による差異が顕著である。
　一方で、男性労働者に占めるパート労働者の割合は低く、オランダ１６．７％、アメリカ１０．７％、イギリス８．２％、フランス５．１％、ドイツ４．０％となっているが、１９９０年代に入ってイギリス、ドイツ、フランスではその割合が高まる傾向がみられる。

ハ　パートタイム労働者の増加については、女性の労働市場への進出との相関関係がみられるが、詳細にみれば、例えば１９８０年から９７年までの間における女性労働者の増加に占めるパートタイム労働者の増加の割合をみた場合、アメリカが２１．５％、イギリスが４６．０％であるのに対し、フランスとオランダが９２．６％、ドイツが８４．６％であるなど、国ごとの差異がみられる。

二　産業別にみた場合、いずれの国においてもサービス産業分野におけるパートタイム労働者比率が高く、とりわけアメリカが４３．１％、オランダが４１．８％、イギリスが４０．８％で際立って高い。これに対し、ドイツは２１．４％、フランスは１９．８％と相対的に低いものとなっている。

〔注１〕本資料における諸外国のパートタイム労働の現状については、１９９８年「海外労働情勢」第２部を参照した。
〔注２〕パートタイム労働者の定義等に違いがあるため、各国間の正確な比較は困難であることに留意する必要がある。

（２）政策、法制等に係る状況

イ　パートタイム労働者の処遇や労働条件について、フルタイム労働者との均等取扱いや差別的取扱いの禁止（以下単に「均等取扱い」という。）について定める法制は、ドイツ、フランス、オランダ等においてみられる。これらの国々については、程度の差はあるが、失業対策の観点から、パートタイム労働を促進させることにより雇用を創出させる政策が採用されている点でも共通している。

ロ　国際労働機関（ＩＬＯ）においては、１９９４年６月に「パートタイム労働に関する条約（第１７５号）」が採択されており、その中で均等取扱いに係る規定が設けられている。ただし、同条約の批准国は、これまでのところ、キプロス・ガイアナ・モーリシャスの３カ国にとどまっている。
　また、欧州連合（ＥＵ）においては、１９９７年１２月に「パートタイム労働に関する指令」が採択されており、その中でも、均等取扱いに係る規定が設けられている。各加盟国においては、これを受けて２０００年１月までにその国内への取り入れを図るよう求められている。

ハ　アメリカは、フランス、ドイツ等の大陸ヨーロッパ諸国に比べ労働分野における法的規制が少ないが、パートタイム労働についても特別な法制は存在せず、パートタイム労働者の処遇や労働条件の決定については、労使間の話し合いや労働市場における市場原理に委ねられている。
　また、イギリスにおいても、基本的にはアメリカと同様の状況にあり、均等取扱いに関する一般的な法規制は存在しない。ただし、上記のロのパートタイム労働に関する指令について、同国も対象とすることが１９９８年４月に決定されている。

（３）検討事項

　以上のように、均等取扱いをめぐる政策、法制等のあり方は、それぞれの国における労働市場の構造や「平等」についての考え方等の違いを背景として、①差別的取扱いを法的に禁止するものと、②労使自治や市場原理に委ねるものの大きく二つに分かれている。これに対し、「均衡の考慮」を規定する我が国のパートタイム労働法第３条のあり方は我が国独自の特徴を持つものとみることができる。

　もっとも、「労使による比較の物差しつくり及び処遇の均衡又は均等への取組み」に係る情報提供等に資するべく検討を行うという観点からは、均等取扱いについて定める法制についてその背景、仕組み、運用状況等を明らかにすることが実効ある検討に資する面もあると考えられる。
　そこで、以下においては、これら法制に関し、それぞれの趣旨や背景の違いに留意しつつ、特に比較の対象としてのフルタイム労働者の範囲、均等取扱い等の具体的内容等について明らかにすべく検討することとする。

２　ドイツにおける状況について

（１）パートタイム労働の現状

イ　ドイツにおいては、１９６０年代から８０年代にかけて、女性労働者が増大する中でパートタイム労働も拡大し、西ドイツ地区における全雇用者に占めるパートタイム労働者の割合は、１９６０年の３．９％から１９８０年には１１．９％へと大幅に増加している。しかし、その後、増加傾向は緩やかなものとなり、１９９６年においては１５．０％となっている。

　また、女性労働者に占めるパートタイム労働者の割合をみても同様の傾向となっており、１９６０年の８．６％から１９８０年には２９．０％に増加し、１９９６年においては２９．８％となっている。

　さらに、パートタイム労働者に占める女性の割合は１９９６年で８７．２％となっているが、これは他のヨーロッパ諸国と比べ際立って高いものとなっている。

ロ　年齢別にみれば、高齢層においてパート比率が高く、１９９７年において５０歳以上の層で２０．７％、女性に限れば４４．Ｏ％を占めているが、近年１５～２４歳層における増加が顕著である。
　また、産業別には、商業（２０．７％）、サービス業（３９．３％）において高くなっている。

（２）法制の沿革及ぴ政策的背景

イ　ドイツでは、１９８５年に制定された「就業促進法」において、「使用者は、パートタイム労働者に対し、合理的な理由がある場合を除き、パートタイム労働であることを理由として、フルタイム労働者と異なる扱いをしてはならない」旨が規定されている（以下「不平等取扱い禁止原則」という）。これは、従来から判例で示されていた法理が法律上確認されたものである。

ロ　また、ドイツでは、後述のフランスほど顕著ではないが、政府がキャンペーンを実施するなど、失業問題を解決するための手段としてパートタイム労働の促進を図っている。
　１９９６年に改正された「高齢者パートタイム就労法」（１９８８年制定）においては、使用者が５５歳以上の高年齢労働者を年金の支給が開始されるまで最長５年間パートタイム就労に移行させるとともに、これにより生じた「空きポスト」に求職者等を雇用する場合に、当該高年齢パートタイム労働者の賃金の２０％を政府が支給する制度が設けられている。

（３）不平等取扱い禁止原則等の概要

イ　パートタイム労働者の定義

　就業促進法において、パートタイム労働者とは、原則として、「その週所定労働時間が事業所内で対比し得るフルタイム労働者の週所定労働時間より短い者をいう」ものとされている（法第２条第２項）。

ロ　不平等取扱い禁止原則

（イ）就業促進法においては、「使用者は、パートタイム労働者に対して、パートタイム労働であることを理由としてフルタイム労働者と異なる取扱いをしてはならない。ただし、異なる取扱いを正当化できる合理的な理由がある場合はこの限りではない。」と規定されている（法第２条第１項）。

　この規定において、比較の対象となるフルタイム労働者に関する定義はなされていないが、使用者に対しパートタイム労働者につきフルタイム労働者と異なる取扱いを禁止していることからして、同一事業所におけるフルタイム労働者がその対象となるものと考えられる（なお、ドイツにおいては、職務ないし職務価値を前提とする企業横断的な賃金制度が存在することにつき、下記の（４）のイを参照）。

（ロ）上記の（イ）の「異なる取扱いを正当化できる合理的な理由」として挙げられる例は、労働（労務）給付、職能資格（Ｑｕａ肚ｉｋａｔｉｏｎ）、職業経験、職務内容等における相違である。これは、一般には、賃金格付けの相違をもたらすこととなる要素でもある。

　フルタイム労働者が特別な義務を引き受ける等の仕事のノルマ（ａｒｂｅｉｔｓｐｅｎｓｕｍ）に係る相違や、パートタイム労働に本業として従事しているか否かに係る相違は、いずれも、上記の合理的な理由とはならないと解されている。

（ハ）差別禁止原則の内容は、次のとおりである。

ａ　賃金

　パートタイム労働者は、同一又は同等の職務に就いているフルタイム労働者の賃金に対して、その労働時間の長さに比例した賃金を請求する権利を有する（この賃金には、付随する特別手当、賞与なども含まれる）と解されている。

ｂ　付加的任意給付

　原則として、クリスマス手当、病気見舞金等の付加的任意給付についてもパートタイム労働者を排除してはならないが、全額支給か、按分比例額か、例外的にパートタイム労働者を排除することも許されるかについては、各給付の目的により判断されるものと解されている（例えば、労務給付に対する報酬としての性格を有する企業年金や付加的休暇手当などは時間比例、食事手当、交通費補助などの労務給付の量にかかわらず支給されるものはフルタイム労働者と同額とされる。）

（二）労働時間の変更に関する情報提供義務

　就業促進法においては、「使用者は、労働時間の長さ又は配分の変更の希望を申し出た労働者に対し、その事業所において補充されるべき相応の労働ポストについての情報を提供しなければならない。」と規定されている（法第３条）。なお、本規定は、労働者に対して、希望する労働ポストヘの転換・配置請求権や労働ポスト補充の際の優先権を認めるものではないと解されている。

（４）不平等取扱い禁止原則に係る社会的背景等

イ　このような法制の採用を可能としている社会的背景として、ドイツにおける労働条件の決定方法が挙げられる。

　すなわち、広範囲の地域をカバーする産業別の労働組合が使用者団体との間で労働協約を締結し、締結された労働協約は、基本的には当該産業又は当該地域に働いている者全員に適用される。また、組合員でない場合でも、個別の契約における労働条件は当該地域の当該産業の労働協約に拠って決められる場合が多い。

　特に、賃金については、上記の労働協約において、賃金等級、格付け、賃金額等が具体的に定められており（別添の事例を参照）、また、現業労働者の賃金については基本的に時間給べ一スで定められている。このような中で、フルタイムであるか否かによって労働条件が別立てで決定されることがほとんどない。

ロ　なお、実際にも、不平等取扱いの禁止をめくる紛争については、格付けの妥当性に係る問題として争われることが多く、不平等取扱いの禁止そのものが問題となる事案は、クリスマス手当や企業年金といった事業主による任意的な給付に係るものに限局される傾向がみられる。

３　フランスにおける状況

（１）パートタイム労働の現状

　フランスにおいて、パートタイム労働者については長期的に増加傾向が続いていたが、１９８０年代後半から９０年代初めにかけてはその傾向は緩やかなものとなった。しかし、１９９２年以降急速に増加し、１９９１年に１２．１％であった全雇用者に占めるパートタイム労働者の割合は、その後年間約１％ずつ上昇し、１９９８年には１８．１％となっている。

　これを年齢別にみた場合、１５～２４歳層の占める割合が１９８８年の１６．９％から１９９７年には２６．８％に急増しているのが際立っている。産業別には、第三次産業に就労する者の割合が１９９７年で８７．３％と圧倒的に多くなっている。職種別に見た場合、１９９７年において、最も高いのは事務職員で３１．２％であるが、管理職・知的職業においても９．７％、中間的職業でも１２．９％となっており、パートタイム労働者の従事する職種が比較的分散している状況が見られる。

　一方、女性労働者に占めるパートタイム労働者の割合も、１９７５年の１３．５％から１９９７年には２５．６％に上昇している。また、パートタイム労働者に占める女性の割合は、１９９７年において７８．９％となっている。

（２）法制の沿革及ぴ政策的背景

イ　基盤の確立---均等・保護立法の制定

（イ）　フランスにおけるパートタイム労働法制の枠組みは、１９７３年の立法においてパートタイム労働に関する規定が設けられて以来、数次にわたる規定の整備を経て、１９８２年オルドナンス（国会の委任を受けた政府による立法）により完成されている。これらの法制の概要は、次のとおりである。

　①パートタイム労働者の保護

　パートタイム労働者に係る権利均等原則（下記の（３）のイを参照）や報酬比例原則（下記の（３）のロを参照）のほか、パートタイム労働契約の書面による締結、労働時間の配分の変更に係る予告、追加労働時間に係る上限、パートタイム労働への転換に係る拒否の自由、パートタイム労働時間制を導入する場合の従業員代表の関与等に係る規定が設けられている。

　②パートタイム労働に係る利用上の障害の除去

　法定義務の前提となる従業員数や社会保険料の算定に係る調整等に係る規定が設けられている。

（ロ）　このような枠組みが築かれた背景としては、使用者側からはサービス経済化に対応すべくパートタイム労働者の雇用を阻害している法律上の障害をなくすることが、労働者側からは平等の保障と一定の保護によりパートタイム労働を魅力的な就労形態とすることが、それぞれ強く求められていたことが挙げられる。

ロ　失業対策としてのパートタイム労働の促進とワークシェアリングの推進

　１９９０年代に入ると、失業率が１０％を超えるなど失業問題の深刻化を背景に、失業対策として、パートタイム労働の積極的な促進によるワークシェアリングを意図する政策が採用された。
　すなわち、１９９２年法及び１９９３年雇用５か年法の下で、追加労働時間の上限等に係る制限が労働協約等を条件に緩和された。また、パートタイム労働者の雇用に係る助成措置として、一定の要件の下で、社会保険料の使用者負担分を３０％縮減することとされた。

（３）権利均等原則等の概要

イ　パートタイム労働者の定義

　労働法典においては、その労働時間が法定労働時間又は協約の定める労働時間を下回る労働者等をパートタイム労働者としている（２１２－４－２条３，４項）。

ロ　権利均等原則

　労働法典においては、「パートタイムで雇用される労働者は、法律、企業又は事業所の労働協約及び労使協定によってフルタイム労働者に認められた権利を享受する。」と規定されている（２１２－４－２条９項）。

ハ　報酬比例原則

　また、労働法典においては、「パートタイム労働者の報酬は、当該事業所又は企業において同じ格付けで同等の職務に就くフルタイム労働者の報酬に対して、その労働時間及び当該企業における在職期間を考慮して、比例的なものとする。」と規定されている（２１２-４－２条１１項）。

　すなわち、パートタイム労働には、同一格付け・同一職務のフルタイム労働者の報酬を基準に、その労働時間の長さに比例した額の報酬が保障される。
　これらについては、年末特別手当等の付随的な手当についても同様とされる。

　なお、同等の職務に就く、あるいは同じ格付けを持つフルタイム労働者が存在しない場合には、パートタイム労働者の報酬は、契約上自由に決定され得る。

二　優先権

　パートタイム労働者のフルタイム労働への転換権は認められていない。ただし、労働法典において、パートタイム労働者に対し、フルタイムポストの割り当てにおける優先権を認めるとともに、使用者に対し、転換を希望するパートタイム労働者に空席ポストを告知することが義務付けられている（２１２－４－５条１項）。

（４）　権利均等原則等の運用状況

　権利均等原則及び報酬比例原則については、広範かつ厳格に運用されている。

　例えば、１９８２年に法定労働時間が４０時間から３９時間に短縮されたことを受けて、賃金総額が減らないよう、賃金単価を３９分の１だけ上げるという賃金保障措置を労働協約が定めた場合、この措置は時間短縮を受けていないパートタイム労働者にも及ぶのかということが争われた事案に関し、１９８６年１１月２７日の破毀院の判決は、権利均等原則や報酬比例原則に抵触するような規定を労働協約で定めることは許されないとして、パートタイム労働者にも賃上げを享受する権利を認めた。

（５）報酬比例原則に係る社会的背景等

　フランスにおいて、徹底した報酬比例原則が法制度上存在し、かつ、労使にも受容されていることの主要な背景の一つとして、我が国とは異なる賃金決定システムの存在等が挙げられる。
　すなわち、フランスにおいても、ドイツにおけると同様に、共通の職種の概念を前提に、産業別の労働協約によって職種・職務分類・格付けに応じて賃金が決定される制度が幅広く確立されているため、職務と格付けを媒介として、賃金を企業横断的に比較決定することが容易となっている。

　このほか、実態面でもフルタイム労働とパートタイム労働との間に労働時間の違い以外に類型的な差異が設けられることがほとんどなく、職務と賃金を連結することにさほど抵抗がないこと、社会的に「自由」のための「連帯」「平等」という理念が幅広く受容されていることも挙げることができる。



25、外国のパート者の数（1995年）

	
国名 
	雇用者数に占めるパートタイムの割合 
	パートタイムに占める女子の割合 

	
	全体 
	女子 
	

	
	１９７３年 
	１９８３年 
	１９９５年 
	１９７３年 
	１９８３年 
	１９９５年 
	１９７３年 
	１９８３年 
	１９９５年 

	日本 
	13.9 
	16.2 
	20.1 
	25.1 
	29.8 
	34.9 
	70.0 
	72.9 
	70.1 

	アメリカ 
	15.6 
	18.4 
	18.6 
	26.8 
	28.1 
	27.4 
	66.0 
	66.8 
	68.0 

	イギリス 
	16.0 
	19.4 
	24.1 
	39.1 
	42.4 
	44.3 
	90.9 
	89.8 
	82.3 

	ドイツ 
	10.1 
	12.6 
	16.3 
	24.4 
	30.0 
	33.8 
	89.0 
	91.9 
	87.4 

	フランス 
	5.9 
	9.6 
	15.6 
	12.9 
	20.1 
	28.9 
	82.3 
	84.3 
	82.0 

	イタリア 
	6.4 
	4.6 
	6.4 
	14.0 
	9.4 
	12.7 
	58.3 
	64.8 
	70.6 

	カナダ 
	9.7 
	16.8 
	18.6 
	19.4 
	28.1 
	28.2 
	68.4 
	69.8 
	68.8 

	スウェーデン 
	
	24.8 
	24.3 
	
	45.9 
	40.3 
	
	86.6 
	80.1 

	ノルウェー 
	23.0 
	29.6 
	26.5 
	47.8 
	54.9 
	46.6 
	76.4 
	77.3 
	80.8 

	フィンランド 
	
	8.3 
	8.4 
	
	12.5 
	11.3 
	
	71.7 
	64.7 

	オーストラリア 
	11.9 
	17.5 
	24.8 
	28.2 
	36.4 
	42.7 
	79.4 
	78.0 
	74.4 


資料出所：OECD「Employment Outlook 1996」
○パートの定義は各国で多少相違する。
○ドイツ、９１年以降は統一ドイツ。
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